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全国の事例で解説する脱炭素経営の必要性と
J－クレジットの使い方

カーボンフリーコンサルティング株式会社
池田 陸郎



国内の脱炭素へ向けた動きとして企業の対応が拡大している海外の
目標イニシアティブ等について紹介します。

１ 脱炭素社会へ向けた社会の動向

企業のSBT設定を目指す
イニシアティブ。企業
のGHG排出削減目標を
SBTとして認定し公表。
*SBT(Science Based 
Targets):パリ協定の気温上昇目
標達成に向けた気候科学に基づ
く削減シナリオと整合する削減
目標。

企業などに環境戦略や
GHG排出量の開示を求
めるプロジェクト。時
価総額上位企業に質問
書を送付して格付、投
資家に情報を提供。
*GHG（Green House Gas)：
温室効果ガス。二酸化炭素、メ
タン、一酸化炭素、フロンなど
がある。

企業が使用電力を100%
再エネで調達すること
を目指すイニシアティ
ブ。2050年までに全消
費電力を再エネにする
ことを目標。参加企業
は年1回の報告義務あり。

企業などに気候に関す
る財務情報の公開を促
すためのタスクフォー
ス。企業等に対し、気
候関連情報公開のため
の方法を勧告。賛同企
業は同勧告に沿って報
告書を作成。

国内版は再エネ100宣言



1-1 RE100

企業が使用電力を100%再エネで調達することを目指すイニシアティブ。2050年までに全消費電力を再エネにすることを目標。
参加企業は年1回の報告義務あり。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ ウェブサイトより

1. 消費電力量が年間100GWh以上であること
※現在、日本企業は50GWh以上に緩和されています。2020年9月4日に条件が変更されました。
※消費電力量が年間50GWh以下の場合、「再エネ100宣言 RE Action」へのご参加をお願いしております。

2. 自社事業で使用する電力(GHGプロトコルのスコープ2及び1の電力消費)の100%再生エネ化に向け、期限を切った目標を設定し、公表すること
3. グループ全体での参加及び再エネ化にコミットすること
※一番上の親会社から見て、支配率50%以上の子会社全てがRE100の参加対象となります。

再エネ100%という表現を用いる際、
RE100の技術要件に合致しているかどうか
の指標として用いられていることが多い。



1-2 再エネ100宣言

RE100の参加要件に当てはまらないが同等の目標をもった国内の団体が参加できる目標。

2022年9月20日現在

運営団体であるJCLPとRE100の運営団体であるThe 
Climate Groupは日本でのRE100/EV100/EP100の普
及拡大についてパートナーシップを締結。

再エネ１００宣言 ウェブサイトより



2-1 CDP

企業などに環境戦略やGHG排出量の開示を求めるプロジェクト。時価総額上位企業に質問書を送付して格付、投資家に情報を
提供。2022年から日本の調査対象をプライム市場上場の全1839社に拡大。2021年までの500社から3倍以上の増加となる。

毎年送付される質問書に対して回答する内容についてスコアリング（上からA、A-、B、B-、C、C- 、D、D-、回答しなかった場合にはF＝
Failure to provide sufficient data to CDP：十分な情報を提供していない)がつけられます。スコアの配分などは公開されており、
多くの企業が投資家や取引先その他ステークホルダーへの訴求力向上のため、網羅的な回答とスコアアップを目指している。

2021日本版レポート抜粋



2-1 CDP

※2022年9月現在は1837社



2-2 CDP 質問書の内容



SBTiは、WWF、CDP（旧カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）、世界資源研究所（WRI）、国連グローバル・コンパクトに
よる共同イニシアティブです。企業に対し、気候変動による世界の平均気温の上昇を、産業革命前と比べ、1.5度以下に抑えるという目
標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を設定することを推進しています。たとえば2050年といった長期的視点に基づいた、企業
の温室効果ガスの削減に関するビジョンや目標を設定することを重視・推奨しています。パリ協定に沿った目標策定のグローバル・スタ
ンダードとなっています。

3-1 SBT

基準年
年

目標年

2℃

WB2℃

1.5℃

傾き2.5%/年(必須)
(2022年7月14日までは可、以降は不可)

傾き4.2%/年(推奨)

温室効果ガス排出量 SBTi Criteria and Recommendations Version 4.2及び2021年7月15日のニュースリリースに準拠

2℃水準
WB2℃水準
1.5℃水準

：傾き1.23～2.5%/年
：傾き2.5～4.2%/年
：傾き4.2%/年～

傾き1.23%/年

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより



■サプライチェーン排出量概要

＝ Scope1排出量

＋ Scope2排出量

＋ Scope3排出量

燃料の燃焼、工業プロセス等、事業者自らによる温室効果ガスの直接排出

他者から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う間接排出

その他間接排出（算定事業者の活動に関連する他社の排出）

15のカテゴリに分類

3-1 SBT

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより



3-1 SBT 2022/11/1現在

[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action(http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/)より作成。業種分類は事務局が日本標準産業分類等に当てはめ作成。

すでに認定を受けている日本企業295社の一覧 ※業種内五十音順
※下線付の企業は環境省SBT策定個社別支援実施企業（2017~2020年度）

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより

建設業：

食料品：

繊維製品：
化学：

医薬品：
金属製品：

ガラス・土石製品：
非鉄金属：

機械：
電気機器：

輸送用機器：
精密機器：
その他製品：

印刷：
海運業：
空運業：

情報・通信業：
小売：

不動産業：
サービス業：
中小企業：

安藤・間／熊谷組／ジェネックス／清水建設／住友林業／積水ハウス／大東建託／大成建設／大和ハウス工業／高砂熱学工業／東亜建設工業／東急建設／戸田建設／西松建設／長谷工コーポレーション
／前田建設工業／LIXILグループ
アサヒグループホールディングス／味の素／カゴメ／キリンホールディングス／サントリー食品インターナショナル／サントリーホールディングス／日清食品ホールディングス／日本たばこ産業／不二製油グループ／明治ホール
ディングス／ロッテ
帝人
花王／コーセー／小林製薬／資生堂／住友化学／積水化学工業／高砂香料工業／ポーラ・オルビスホールディングス／ユニ・チャーム／ライオン
アステラス製薬／エーザイ／大塚製薬／小野薬品工業／参天製薬／塩野義製薬／大鵬薬品工業／第一三共／武田薬品工業／中外製薬
YKK AP
TOTO／日本板硝子／日本特殊陶業
住友電気工業／古河電気工業／YKK
小松製作所／DMG森精機／ナブテスコ／日立建機
アドバンテスト／アンリツ／アズビル／ウシオ電機／EIZO／オムロン／カシオ計算機／京セラ／コニカミノルタ／シャープ／ SCREENホールディングス／セイコーエプソン／ソニー／ソニー グループ／東芝／日新電機／日
本電気／浜松ホトニクス／パナソニックホールディングス／日立製作所／ファナック／富士通／富士フイルムホールディングス／ブラザー工業／三菱電機／村田製作所／明電舎／ヤマハ／リコー／ローム／ルネサスエレク
トロ二クス
日産自動車
島津製作所／テルモ／ニコン
朝日ウッドテック／アシックス／オカムラ／コマニー
大日本印刷／凸版印刷
川崎汽船／日本郵船
国際航業
SCSK／エヌ・ティ・ティ・データ／NTTドコモ／KDDI／ソフトバンク／TIS／日本電信電話／野村総合研究所
アスクル／イオン／ J.フロント リテイリング／ファーストリテイリング／ファミリーマート／丸井グループ
東急不動産ホールディングス／東京建物／野村不動産ホールディングス／ヒューリック／三井不動産／三菱地所
セコム／電通／ベネッセコーポレーション
アークエルテクノロジーズ／アイミクロン／アイリーシステム／アイレック／アキスチール／あおいと創研／アサヒ繊維工業／アスエネ／アセンテック／アルテック／アルメタックス／アローエム／アロック・サンワ／アンスコ／E-konzal
／市川鉄工／岩田商会／ウィング／ウェイストボックス／上田商会／内海産業／ウフル／栄四郎瓦／ARC／エコスタイル／エコ・プラン／エコワークス／ES／エスビック／エネルギーソリューションジャパン／ＦＣ大阪／
MIC／エレビスタ／OSW／オークマ／大川印刷／大阪故鉄／大野建設／岡本工機／奥地建産／ Ozaki Co.,Ltd.／オリザ油化／カーボンフリーコンサルティング／会宝産業／ＣＡＧＬＡ／カジケイ鉄工／春日井
資材運輸／片桐銘木工業／ Kabbara／カナック／加山興業／河田フェザー／河村産業／甘強酒造／樹昇／岐阜産研工業／キョーテック／共愛／協同電子工業／協発工業／グーン／グロービング／KDC／ゲッ
トイット／光陽社／ゴウダ／コクボホールディングス／Common keiso Ltd.／榊原工業／榊原精器／サハシ特殊鋼／SANSHIN Inc.／三喜工作所／サンコーリサイクル／三周全工業／山陽製紙／サンワインダス
トリー／ジャパンリアルエステイト投資法人／新世日本金属／新日本印刷／ 新日本金属工業／親和建設／スザキ工業所／鈴木特殊鋼／スタジオオニオン／セイキ工業／精器商会／創桐／ダイコー製作所／ダイド
ー／大同トレーディング／大富運輸／タイヨー／ダイワテック／大和ハウスリート投資法人／高千穂シラス／髙橋金属／竹内木材工業／タニハタ／テラオホールディングス／中興電機／中部産業連盟／中部テプロ／艶
金／TBM／デジタルグリッド／東洋硬化／東洋産業／トータルクリエート／栃木県集成材協業組合／Drop／中島田鉄工所／中日本鋳工／中山精工／西川コミュニケーションズ／日幸製菓／日本アルテック／日
本ウエストン／日本エンジン／日本宅配システム／日本カーボンマネジメント／日本ゼルス／日本電業工作／ネイチャーズウェイ／HYPER Inc.／ハーチ／Vaio／ハウテック／浜田／原貿易／ハリタ金属／ Value
Frontier／藤久運輸倉庫／富士凸版印刷／藤野興業／平成工業／平和不動産／北米産業／増田喜／まち未来製作所／松岡特殊鋼／マルイチセーリング／丸喜産業／丸東／ Maruyou Kensetu Co., 
Ltd.／水生活製作所／ミズタニバルブ工業／三重エネウッド／ミクニ機工／三星毛糸／三峰環境サービス／宮城衛生環境公社／都田建設／メイユー／八洲建設／山一金属／ヤマゼン／山本機械／豊ファインパッ
ク／ユタコロジー／ユニバーサルコムピューターシステム／ライズ／RIKO Industrial Co., Ltd.／Wood Life Company／リマテックホールディングス／レックス／レフォルモ／ワード



3-1 SBT

中小企業の認定については簡便な手続き（SME認定）が用意されています。



[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）より作成

※目標水準別の50音順より抜粋

3-1 SBT（目標の事例）

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより

企業名※50音順
目標水準
※Scope1+2目標

（中期）

Scope 基準年 目標年 単位 概要

大川印刷 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

小野薬品工業 1.5℃

1+2 2017年 2030年 総量 排出量を55%削減

1+2 2017年 2050年 総量 排出量を100%削減

3 2017年 2030年 総量 排出量を30%削減

3 2017年 2050年 総量 排出量を60%削減

会宝産業 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50%削減

加山興業 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50%削減

河田フェザー 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

共愛 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

協発工業 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

キリンHD 1.5℃
1+2 2019年 2030年 総量 排出量を50％削減

3 2019年 2030年 総量 排出量を30％削減

ゲットイット 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

国際航業 1.5℃
1+2+3 2019年 2030年 総量 排出量を50％削減（Scope3は出張、通勤、販売した製品の使用による排出量を含む）

3 － 2026年 － 購入した製品・サービス、資本財の排出量の65％に相当するサプライヤーに科学に基づく削減目標を策定

コマニー 1.5℃
1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

3 － 2024年 － 購入した製品・サービスの排出量の80％に相当するサプライヤーに科学に基づく削減目標を策定

榊原工業 1.5℃ 1+2 2018年 2030年 総量 排出量を50％削減

中小企業も認定取得可能

Scope2の100%削減
Scope3の総量削減

Scope3の具体範囲の設定

サプライヤーへの目標設定
12



3-1 SBT（取引先への目標設定）

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより

企業名 セクター
目標

Scope 目標年 概要

大和ハウス工業 建設業
Scope3
カテゴリ1

2025年
購入先サプライヤーの90％にSBT目標を設定させる

第一三共 医薬品
Scope3
カテゴリ1

2020年 主要サプライヤーの90%に削減目標を設定させる

ナブテスコ 機械
Scope3
カテゴリ1

2025年
主要サプライヤーの70％に削減目標を設定させ、2030年までにSBTを目指した削減目標を設定さ
せる

大日本印刷 印刷
Scope3
カテゴリ1

2025年 購入金額の90％に相当する主要サプライヤーに、SBT目標を設定させる

イオン 小売
Scope3
カテゴリ1

2021年 購入した製品・サービスによる排出量の80％に相当するサプライヤーに、SBT目標を設定させる

ジェネックス 建設業
Scope3
カテゴリ1

2024年
購入した製品・サービスの排出量の90％に相当するサプライヤーに科学に基づく削減目標を策定
させる

コマニー その他製品
Scope3
カテゴリ1

2024年 購入した製品・サービスによる排出量の80％に相当するサプライヤーに、SBT目標を設定させる

武田薬品工業 医薬品
Scope3

カテゴリ1,2,4
2024年

購入した製品・サービス、資本財、輸送・配送（上流）による排出量の80％に相当するサプライ
ヤーに、SBT目標を設定させる

国際航業 空運業
Scope3

カテゴリ1,2
2026年

購入した製品・サービス、資本財による排出量の65％に相当するサプライヤーにSBT目標を設定
させる

浜松ホトニクス 電気機器
Scope3
カテゴリ1

2026年 購入した製品・サービスによる排出量の76％に相当するサプライヤーにSBT目標を設定させる

SBT認定企業はScope3の削減目標も設定する必要があり、サプライヤーにSBT目標を設定させるSBT認定企業も存在する。

Scope3の削減目標として、サプライヤーへのSBT目標設定を掲げるSBT認定企業一覧

13



3-2 企業における取組事例（大和ハウス工業株式会社）

大和ハウス工業ではScope１、２がサプライチェーン排出量の2％未満。サプライヤーの協力によるScope3の削減が不可欠。

環境省：グリーン・バリューチェーンプラットフォーム取組事例 2021年度より

2025年までに購入先
サプライヤーの90％
にSBT目標を設定

14



3-2 企業における取組事例

大和ハウス工業における脱炭素への戦略

自社事業と商品サービス提供先の網羅的な脱炭素を展開。

15



3-3 企業における取組事例（花王株式会社）
花王でもScope3がサプライチェーン排出量の大部分を占めており、カテゴリ1およびカテゴリ11（販売した製
品の使用）の削減が課題となっている。

環境省：グリーン・バリューチェーンプラットフォーム取組事例 2021年度より

サプライヤーと消費者の
CO2排出を減らす課題

16



3-3 企業における取組事例（花王株式会社）

CO２削減をはじめとするSDGsへの配慮を取引先へ求める動きが拡大しています。

サステナブル・ブランドジャパン
ニュースより

花王はこのほど、責任ある原材料調達の実現に向けて、サプライチェーンの取り組みを強
化する新たな方針を策定した。直接の取引先はもちろん、各原材料が生産される小規模な
工場や農園などのグローバルサプライチェーン全体のトレーサビリティ確保や、資源や環
境の保護、安全や人権などの社会的課題への配慮を徹底する。その一環として、サプライ
チェーン上のESG課題に対処する世界最大規模のプラットフォームである国際機関による
第三者監査を実施。違反がある場合には改善指導や取引の中止などの対応を取るほか、人
権や環境面での課題が大きなサプライチェーンを「ハイリスクサプライチェーン」として
特定する。「現場での対話を通じて課題の本質を見極め、取引先やNGOらとともに解決に
向けて取り組み、進捗状況を公表していく」としている。
(廣末智子ライター)

① お取引先と共に、調達に関わるサプライチェーンのトレーサビリティを確保し、素原料までのサプラ
イチェーンを確認いたします。

② お取引先と共に、サプライチェーン上での人権・環境に関わるリスク確認を行ない、リスク解決に向
けた活動を行ないます。

③ お取引先に対して、Sedax（花王SAQ、代替プログラムを含む）入会、CDPサプライチェーンプログ
ラム参加を要望し、人権・環境面でのデュー・デリジェンスを促進します。取組が不十分なお取引先
には、改善を要求いたします。

④ お取引先に対して、第三監査（SMETA監査など）を実施し、監査数を公表します。
⑤ お取引先に対して、第三者認証制度（RAPO,SFC等）を活用した原材料調達を推進します。
⑥ お取引先と共に、原材料調達に関わるCO2排出抑制に向けた取り組みを行います。
⑦ お取引先と共に、デジタル技術を活用した情報共有システムを構築し、課題発生時に早期対応を実施

いたします。

花王株式会社「調達に関わるサプライチェーンESG推進ガイドラインより」
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3-3 企業における取組事例（花王株式会社）

花王とライオンは10日、資源循環型社会の実現を目指しフィルム容器
のリサイクルに協働で取り組むことを発表した。これまではメーカー
によって容器に使用しているプラスチックの素材や設計が異なるため、
製品に再生する場合に多くの制約があった。今回の協働では「企業間
あるいは業界の垣根を越えて共通利用が可能なリサイクル材料・容器
の品質設計に取り組む」など4つの活動を進める。花王の広報部は「ま
ずは2025年までに使用済みプラ包装容器1万トン規模の回収を目指す」
と話し、水平リサイクル容器を活用した製品の普及拡大が現実味を帯
びてきた。
(サステナブル・ブランドジャパン編集局=沖本啓一)

原材料から製造、消費者が廃棄するところまで
ESGに対する網羅的な配慮を追求し続けています。 さらに、競合他社との協働により課題解決を加速。
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3-4 企業における取組事例（大川印刷株式会社）
中小企業の大川印刷でもScope3がサプライチェーン排出量の大部分を占める。一方でScope2については再生可能エネルギー
100%とすることで、自社の納品先のScope3の削減貢献を目指す。
環境省：グリーン・バリューチェーンプラットフォーム 成果報告2018年度より
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【SDGs ×㈱大川印刷】
環境省が発行するSDGs活用ガイド冊子を

CO2ゼロで印刷。ガイド内でもモデル事例として複数ページにわたり紹介されています。

株式会社大川印刷では、再生可能エネルギーを活用したCO2ゼロ印刷をはじめとし、様々な社会課題への配慮を徹底し、
環境貢献意識の高い新規の顧客獲得につなげています。

第2回ジャパンSDGsアワードで特別賞を受賞

3-4 企業における取組事例（大川印刷株式会社）



株式会社大川印刷では、事業のサプライチェーン排出量の削減を目指し、自社の直接的なCO2排出量(scope１，２)のみ
ならず、サプライヤーと協力し間接的な排出量（scope３）についてもゼロ化を進めています。

3-4 企業における取組事例（大川印刷株式会社）

８月１日より、崎陽軒様の「昔ながらのシウマイ」
の包装紙と「シウマイ弁当」の掛け紙の印刷に、
カーボン・オフセットされたインキの使用をスター
トしました！
今回は、東京インキ株式会社さんと連携することで
実現。カーボン・オフセットされたインキの納入は、
今年5月に連携した成東インキ製造株式会社さんに続
き、2社目となります。
「昔ながらのシウマイ」と「シウマイ弁当」に使用
される印刷用インキは年間1050キロ。
今回の取組みで、

●年間およそ5,000kgのCO2をオフセット！
●印刷物を使用する崎陽軒様のCO2サプライチェーン
排出量も削減！
→大川印刷が使用するインキ全体でのオフセット率は
31％から58％にアップしました。
日刊工業新聞、産経新聞、神奈川新聞、などでこの
取組みについて取り上げていただきました。



3-5 産業のサプライチェーンにおける排出量削減の動き

自動車業界においては、完成車メーカーからの脱炭素への呼びかけが進んでいる。

脱炭素に向けた呼びかけ
・CO2排出量の把握
・削減目標の設定
・目標達成へのアクション

一般社団法人日本自動車部品工業会より

日刊工業新聞2022年1月3日記事より
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株式会社ヨロズ HPより



素材をアルミニウムから鉄に置き換えることで、LCAでの
CO2排出量を従来比２８％減らせる足回り部品「サスペン
ションアーム」を開発し、量産品として受注した。

日本自動車部品工業会は、部品を製造する段階のＣＯ２
排出量を容易に算出できるツール「ＬＣＩデータ算出
ツール」を開発し、１９年５月に会員を対象に公開した。
製品を構成する材料に注目し、メーカーごとに異なる材
料の製造方法、プレスや切削といった加工方法に応じて
排出されるＣＯ２を標準化。部品を構成する材料やその
使用量が分かれば、排出量を算出できる手法を確立した。

株式会社ヨロズ 2021年度上期決算説明会

日刊工業新聞2022年1月3日記事より
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3-5 産業のサプライチェーンにおける排出量削減の動き



脱炭素をはじめとするSDGsへの社会変革は消費者一人ひとりの関心の高まりと行動変容が重要。
SDGsに配慮された商品・サービスを選択することが企業の経営判断の基準になりつつあります。

SDGsへの
企業や社会の関心

運送業におけるSDGs
 輸送のモーダルシフト（車→船）
 エコ車両の導入率〇〇％
 災害時の輸送対応等

印刷業におけるSDGs
 印刷のCO2ゼロ（オフセット）
 紙とインクの原料への配慮
 ユニバーサルデザインの徹底

建設業におけるSDGs
 多国多宗教の人材への配慮
 使用資材への配慮、リユース等
 太陽光パネル普及

EVトラック・バス

ドラレコで防犯

ノンVOCインキ

再エネ電力

FSC材の活用

宗教対応の作業衣

林業者

インキメーカー

電力会社

機器メーカー

EVメーカー

ユニフォームメーカー
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3-5 産業のサプライチェーンにおける排出量削減の動き



4-1 TCFD

TCFDとは、G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）*により、気候関連の情報開示及び金融機関の対応を
どのように行うかを検討するため、マイケル・ブルームバーグ氏を委員長として設立された「気候関連財務
情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」を指します。TCFDは2017年6月
に最終報告書を公表し、企業等に対し、気候変動関連リスク、及び機会に関する下記の項目について開示す
ることを推奨しています。

気候変動適応情報プラットフォーム A-PLATより



4-1 TCFD



株式会社デンソーのTCFD 開示例

4-1 TCFD



ＣＯ2を減らす（削減・吸収）活動ＣＯ2を出してしまう活動
活動の支援
（資金など）

削減できたCO2量の提供
（＝J-クレジットなど）

「自ら削減できないCO2」を、「他の場所で実現したCO2削減・吸収量の取組」を支援する

（資金提供など）ことで、埋め合わせ（オフセット）することをカーボンオフセットと言います。
このCO2の埋め合わせを簡単に行うために、CO2の削減・吸収量は
環境価値「クレジット」と呼ばれ、１t-CO2といった単位で取引されます。

±0

6  カーボンオフセットについて



J-クレジット
（t-CO2）

グリーン電力証書
（kWh）

・横浜ブルーカーボン
・沖縄県CO2吸収量認証
・かごしまエコファンド
・その他

(t-CO2)

再生可能エネルギー由来

省エネルギー由来

自然環境由来

太陽光や風力、バイオマス
等の再生可能エネルギー発
電に伴う環境価値

最新の照明設備や空調設備、ボ
イラーやヒートポンプ電気自動
車など様々な設備機器によって
削減されるCO2量の価値

森林や整備間伐や植樹など
による樹木のCO2吸収量の価
値

海洋生物の育成によるCO2の
吸収量の価値

制度対応・目標達成

ボランタリー活動

RE100、CDP、
SBT
温対法など気候変動
への対策として設計
されたシステムに活
用し、再エネ率の向
上やCO2の削減カウ
ントに反映させる。

SDGs、ESG経営を

はじめとする気候危
機対策モデルを構築
し、ビジネスの付加
価値向上、企業ブラ
ンドの磨き上げなど
様々な活用可能性が
ある。

国内において一般的なカーボンオフセット実施者が活用可能な環境価値は主に以下のとおり。
（グリーン電力証書を用いたは電力の再エネ化はカーボンオフセットではありません。）

29

6-1 環境価値について



＋

余った電力を再エネ価値
と共に売電(FIT/非FIT)

電力のみを
自家消費し
価値を外出し

再エネ価値を

J-クレジット化

J‐クレジットを活用して事業所や
店舗等の再エネ率向上を実現

J-クレジットを活用して再エネ
１００％で走行するEVを実現

J-クレジットを活用して再エネで
イベントを開催。

国内では、再生可能エネルギーにより発電された電気と再エネ価値は一度切り離されて、再エネを必要とする施設が直接的に再
エネ電源につながっていなくても、再エネ電気を使える仕組みが整備されています。

小売電気事業者
などから供給
証書は需要家も
直接調達可能

非化石証書

電源

自家消費

売電

他の化石電源
からの電力

6-1 環境価値について（再生可能エネルギー）



出所 RE100 ，RE100 Technical Criteriaを基に環境省作成

RE100 における再エネ活用の履行方法
• 企業は以下6つの方法からRE100の達成方法を選ぶことができる。
• 複数の方法を組み合わせることが多い。

＊トラッキング属性の割当てにより電源情報が確認できる再エネ由来の非化石証書

6-1 環境価値について（再生可能エネルギー）



6-1 環境価値について（価値の比較）



J-クレジット登録簿システム

登録簿システムを開設することで、主に以下のようなJ-クレジットの取り扱いが可能となります。
• J-クレジットの保有
• J-クレジットの移転取引（決済機能は無い）
• J-クレジットの無効化

①

取引の履歴や在庫量の確認が可能 個別取引の詳細もPDFで取得可能

IDとパスワードによりログイン

１ー３ クレジットの管理方法



① 入札による調達
制度事務局により年に２回（通常１月と４月予定）開催される入札に参加し、落札することで入手が可能です。
入札できる最低量は1,000ｔからで、10円刻みで任意の単価を申請可能です。
1回につき5枚まで入札可能。過去の入札結果も公表されているので参考になる。
2022年度は東証のカーボンクレジット市場によって随時売り出される。

１ー4 J-クレジットの調達方法



１ー4 J-クレジットの調達方法

② 日本取引所グループ(JPX)による入札（23年1月末まで実証しその後は設計中）
2022年9月22日よりカーボンクレジット市場で平日の午前・午後でクレジット取引(板寄せ)が可能。
Jクレジット登録簿を保有する、法人、国及び地方公共団体並びに任意団体が１ｔから取引可能。



③ プロバイダー等からの相対取引
J-クレジットプロバイダーなど、クレジットを在庫として保有する事業者からの調達が可能です。
相対取引となるため、クレジットの銘柄やビンテージ、量などによって価格は様々ですが、
在庫リストなどから選択し、見積もりを経て確実に調達ができる。

１ー4 J-クレジットの調達方法

現在６事業者のプロバイダー参加者と
なっています。



④ プロジェクト実施者からの直接調達
J-クレジットを創出する事業者から直接調達することが可能です。
制度HP内の売り出しクレジット一覧からの問い合わせや登録プロジェクト一覧から探す方法などがある。

１ー4 J-クレジットの調達方法

登録プロジェクトはクレジットを創出
できる状態にあるが、現在クレジット
を保有している場合は少ないため、創
出後の購入予約などにより取得すると
いった方法があります。



J-クレジットをカーボンオフセットや温対法などに用いる
ため、当該目的のためだけにクレジットを活用する「無効
化」を行います。プロバイダーに代理無効化を依頼するこ
とで自社で在庫を保有することなく都度オフセットをする
ことも可能。

１ー５ J-クレジットの無効化



知って 減らして オフセット

CO2排出源の特定と算定

燃料（ガソリン・灯油・軽油等）
電気
資源（紙・プラスチックなど）
廃棄物など

CO2の削減

省エネ全般
公共交通の利用（イベント時）
利用資源への配慮
ゴミゼロ化など

オフセットのストーリー構築
オフセット量の決定
排出権の選択
排出権の無効化
PR等

カーボンオフセットにおいては、省エネ活動などの取り組みによりCO2排出量を減らす努力を行い、減らしきれない部分を
対象としてクレジットによる打ち消しを行うことが望ましい。

6-1 カーボンオフセットの実施フロー



オフセット証明書等の発行

カーボンオフセットの実施について、その内容を証明し実施者が対外的に表現するための媒体としてカーボンオフセット証明書
が発行されます。発行者はオフセットに使用するクレジット等の制度によってさまざまです。

クレジットの種類 オフセット証書発行者

グリーン電力証書（カーボンオフセットではありません） グリーン電力証書発行事業者

J-クレジット J-クレジットプロバイダー、自治体等

その他の制度 制度管理者、プロバイダー、自治体など

グリーン電力証書、カーボンオフセット証書の事例

日本自然エネルギー カーボンフリー
コンサルティング

ネクストエナジー イトーキ ウエイストボックス

6-2 カーボンオフセット証明書



② 算定

CO2排出量の算定においては、オフセット対象のエネルギー使用量や資源の消費量・金額などの情報が必要となります。
情報が実績に基づくだけ、より正確な算定が可能ですが、不明な場合は保守的な数値をもとに国の設定する排出原単位データ
ベースなどを用いて算定を行います。
• 電気、ガス、ガソリンなどの消費量
• 交通手段と移動距離・人数
• 商品の材質や重量

① オフセット範囲の設定

カーボンオフセットはボランタリーな環境貢献活動であり、その対象範囲について明確な決まりはありませんが、活動の表現
においては第三者から見て誤解の生じないよう注意する必要があります。

避けるべき曖昧な表現 望ましい表現

当社は事業におけるＣＯ２排出量をカーボンオフセットして
います。

当社は、２０２０年度のオフィスにおける電力消費に伴う
CO2排出量を１００％カーボンオフセットしています。

このコンサートは、カーボンオフセットによりゼロカーボ
ン・イベントを実現しています。

このコンサートは、２日間の会場の電力消費およびスタッフ
とアーティストの移動によるCO2排出量をカーボンオフセッ
トすることで、ゼロカーボン・イベントを実現しています。

この商品はカーボンオフセットされた環境に良い商品です。 この商品の製造におけるCO2排出量は、カーボンオフセット
されています。
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6-3 カーボンオフセットの対象



旅行商品のカーボンオフセット

巡礼の企画へ参加し、その日の
CO2排出量をオフセットできる
旅行プランです。
令和元年度東北地域カーボンオ
フセットグランプリで受賞。

6-4 事例によるカーボンオフセットの実施方法①



一人あたりのCO２排出量＝1,859÷365日＝5.09kg-CO2

御朱印帳の購入
により１日分の
CO2をオフセット

6-4 事例によるカーボンオフセットの実施方法①



SDGs修学旅行とカーボンオフセット

 SDGsを授業で学ぶ
 修学旅行でSDGsカードゲーム体験やホテル（阪急ホテル）のSDGsを聴講
 移動のCO2をカーボンオフセットし、オフセット元の森林学習

6-4 事例によるカーボンオフセットの実施方法②



②修学旅行(福島県磐梯町立磐梯中学校)における生徒と教諭37名の移動(地域の森林でオフセット)

画像提供元：磐梯中学校ブログ https://bandai.fcs.ed.jp/blogs/blog_entries/view/49/285695760815b8553f5e1ebf8076b8c8?frame_id=120

CO2吸収の森へ感謝

SDGsな宿泊体験

SDGsの座学

6-4 事例によるカーボンオフセットの実施方法②



東北地域

津山市岡山市

横手市 宇都宮市 茅ヶ崎市

倉敷市 出雲市

沖縄県東温市 福岡市愛媛県

横浜市

鹿児島県

北海道

再エネ系J-クレジットをはじめとする地域ごとのCO2削減価値（クレジット）の活用スキームが、地域の温暖化対策を象徴するユニークなロゴ
マークとともに各地で広がっています。
ロゴマーク普及にあたっては地域の子供にデザイン考案してもらうなど、親しみと愛着を持てるCO2削減事業を目指すなどの工夫も見られます。
地域によって、住宅太陽光の再エネ価値をはじめ、森林育成や海洋保全によるCO2吸収価値など、クレジット創出の方法にも多様性があり、ロ

ゴマークとともに産地が見える「地域貢献性の高い環境価値」として各地で活用されています。

【地域クレジットロゴの一例】

中部地域
中部地域

c-conet 徳島県

新潟県
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【愛子観光バス㈱×東北経済産業局】
東北産のJ-クレジットを活用し、路線バスの

Co2排出量をカーボンオフセット。

【大王製紙株式会社×愛媛県】
県内の森林によるCO2吸収クレジット（J-VER）をコ
ピー用紙のカーボンオフセットに活用。

売り上げの一部は森林整備協力金として山元に還
元され、植林や間伐などの森林整備に利用されてい
ます。

【マテリアルバンク㈱×岡山市】
岡山市のBDF活用事業により創出されたJ-クレジットを活用し、業
務車両と工場のCO2排出量をゼロへ。
顧客のスコープ３削減への貢献を目指す。

【オートスナック㈱×宇都宮市】
市内の住宅太陽光J-クレジットを活用し、地
域の自販機の電力CO2をゼロへ。

【津山信用金庫×津山市】
市内の住宅太陽光J-クレジットを活用し、
預金通帳の印刷における電力CO2をゼロへ。

地域産のクレジットをロゴマークと共に活用し、市民からの親しみをもった認知を目指すCO2の地産地消活動が、各地で展開
されています。
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カーボン・オフセットに関連する国内企業の具体的な動きとして、CO2ゼロの「カーボンニュートラルLNG」
の業界団体「カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンス」が２０２１年３月に発足し、事務局の東京ガ
スをはじめ、アサヒグループホールディングスや東芝、いすゞ自動車、オリンパス、三井住友信託銀行など様々
な業種の事業者15社が参加。
東京ガスが展開するカーボンニュートラルＬＮＧは、同社がシェルグループと連携し、海外の森林由来のクレ

ジットを用いてLNGをカーボン・オフセットすることで「ニュートラル化」している。

団体設立に集まった各社メンバー（出典：日本経済新聞社）

6-6 業界のカーボンオフセット事例



7-1 令和3年度東北地域カーボン・オフセットグランプリ受賞事例

2022年2月22日 日刊工業新聞SDGs面掲載

Ｊ‐クレジット東北地域推進協議会（事務局：東北経済
産業局）では、2015 年度からカーボン・オフセットの
優良な取組を表彰する「東北地域カーボン・オフセット
グランプリ」を実施しており、今年度の公募期間（10 
月 1 日～11 月 30 日）に応募があった事業者の中から優
良事例（受賞者）を決定。
受賞した取り組みは毎年全国紙および地方紙にて紹介さ
れている。



磐梯中学校

SDGｓ・環境学習
×

修学旅行の
カーボン・オフセット

創出者：喜多方市

企画・運営
アールエイチ企画

環境価値「J-クレジット」提供
森林体験学習実施

SDGｓセミナー講師
カーボン・オフセット手続

カーボンフリー
コンサルティング

依頼

SDGｓ出前授業・カーボン・オフセット手続き

企画
運営

依頼

修学旅行費用とフリーマーケット売上から
クレジット購入・活用

活用クレジット

オフセット活動

優秀賞 磐梯町立磐梯中学校（福島県）
総合学習おけるSDGsの取り組みと修学旅行のカーボンオフセット

令和3年度東北地域カーボン・オフセットグランプリ受賞事例



消費者登米市市有林間伐促進
森林吸収プロジェクト

毎年50t-CO2
合計150t-CO2

その他、東北地域外でも
自社工場近隣で創出された

クレジットを購入

クレジット

クレジット
活用

冷凍食品の
販売

活用クレジット オフセット活動 オフセット提供先

冷凍食品を購入すること

により、各地の森林保全

に貢献、そして温室効果

ガスの排出削減ができる

ことをパッケージにも

マークをつけてお客様に

アピール

冷凍食品の売り上げの
一部をクレジット購入

費用に充当する
寄付型オフセット

SDGs賞 株式会社ニチレイフーズ（東京都）
「お弁当にGood!」の売上金の一部を活用した寄付型オフセット

令和3年度東北地域カーボン・オフセットグランプリ受賞事例



豪シドニー工科大学(UTS)と米デューク大学
はこのほど、米国では製品の気候変動への
影響度を示す「カーボンラベル」が食品に
付いている場合、消費者は影響が小さいも
のを選ぶ傾向があるという調査結果を発表
した。ラベルは比較的単純な手法だが、温
室効果ガスの削減に貢献する可能性が高い
ことが分かった。
サステナブルブランドジャパンHP(クローディアー真理
著)https://www.sustainablebrands.jp/news/os/detail/1191497
_1531.html

「CO２e排出量を知る・選ぶ」を当たり前に

シューズメーカーのオールバーズ社は製造する全てのシューズの製造から廃
棄までのCO2排出量を計測しシューズの中底等へ記載している。
そして、持続可能な天然素材とリサイクル素材の使用率の向上や再生可能エ
ネルギーの活用、脱炭素に賛同する会社との協力により、2030年に95％の
CO2削減を目指しています。https://www.allbirds.jp/

7-2 消費者が脱炭素を選ぶ時代へ向けて


